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１.はじめに
家庭科の学習の中でも住居領域は、指導の困難さが
指摘されている。「衣食住」と一括りにされるが、早川??
が指摘しているように「衣食」と異なり「住」は、そ
れを直接消費して生命と生活を維持するものではなく、
物理的な「居住空間」のあり方が我々の生活に影響を
及ぼす。扱う対象が空間や構造物であるため、他の領
域に比べ子どもが客観視できにくく、子ども自身が具
体的に操作できる教材が少ない??という課題が指摘さ
れている。加えて、教員自身の関心の低さ??、指導上の
専門知識・技術不足??、苦手意識やポイントの絞り方が
わからない??といった理由が住居領域の指導を敬遠す
る要因となっている。
住居領域の学習は、その位置づけが学習指導要領(以
下、指導要領)の改訂に伴い変化しており、領域として
確立しているとは言い難い(表１)。このことが、教員
が何を指導すべきか、児童・生徒にどのような力をつ
けさせればよいのかを把握しづらくしている一因であ
ると考えられる。社会情勢の変化や科学技術の発展に
より、住まいのありよう、および、住まいに求められ
る機能は変化し続けている。家庭科の学習内容は、社
会の変化・要請に対応してきた歴史がある。しかし、
田中??が「社会の変化に即応する」知識・技能学習では
なく、「変化の本質を見極める力」をつけるべきと指摘
しているように、家庭科の学習は、すぐ生活に役に立
つ知識・技能の習得のみを目指すものではない。その
ような認識のもと、住居領域の学習では何を指導すべ
きか、その内容について明確にする必要があるだろう。
そのために、まず、住居領域におけるこれまでの指導
内容を指導要領および教科書から概観し、今後の住居
領域における指導内容の検討に向けての基礎資料とす
る。対象校種は、すべの子どもが学習の機会を持つ小・
中学校とし、小中の系統的学習も踏まえて考察する。
本研究に関連のある小・中学校の住居領域の学習内
容に関する既往研究で、構成内容の検討に関するもの
としては、次のものがある。住居領域における学習内
容の構造化には学術的側面と教師や学生の意識的側面
の統合が必要とし、大学生の学習志向性の把握を行っ
たもの??、小・中・高の学習内容の体系的構成を学術的
側面から把握し、再編の必要性の有無やその方向性を
検討するために教科書内容の分析をしたもの??、住居
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領域で教えるべき内容検討に向けて小・中・高におけ
る現行の指導内容を把握したもの??などである。いず
れも現行教科書を資料とし学習内容の整理を行ってい
る。住居領域の学習または指導内容の変遷に関する研
究としては、中学校家庭科の防災教育に焦点をあてた
もの???、昭和36年から20年間の小・中・高の教科書内容
の変遷をそれぞれにみたもの???などがある程度で、
小・中両校種における住居領域の指導内容の変遷を体
系的にみたものはない。
２.研究方法
指導要領が教育課程の基準であるとされ、初めて告
示された1958(昭和33)年度から2008(平成20)年度まで
の、小・中学校家庭科の指導要領、および告示後に最
初に検定された教科書を分析資料とする???。指導内容
は指導要領により内容が規定されるが、内容の解釈や
具体的な示し方は教科書により異なる。したがって、
指導要領と教科書から指導内容の把握を試みた。なお、
1958年度告示の中学校技術・家庭の指導要領において
「住居」は消失し、「家庭機械・家庭工作」の中に含ま
れた。そのためこの期間は、教科書内容の分析から省
いている。
教科書は、複数の出版社から発行されているが、小
学校において1961(昭和36)年から現在に至るまで発行
し続けているのは、開隆堂と東京書籍の２社のみで、
中学校においては開隆堂が1952年から、東京書籍が
1978年から現在に至るまで発行している???。分析には
継続して教科書を発行しているものが適切と判断し、
小・中ともに開隆堂(以下、Ｋ社)、東京書籍(以下、Ｔ
社)の２社の検定済教科書、合計32冊を用いた(表２)。
資料は、公益財団法人教科書研究センター附属教科書
図書館教科書センター、および和歌山大学教育学部家
政教室所蔵のものを使用した。
分析は以下の方法で行った。
①「学習指導要領データベース」???から調査対象告示年
度の指導要領を参照し、内容の変遷をみる。
②教科書の内容分析により、具体的な指導内容の変遷
をみる。分析にあたり、関川??の分析方法を参考に、本
文を全て抽出し、１文章を１件のサンプルとした。
なお、文章を抽出するにあたり、基本的に教科書本
文に記載されているものとし、図や表、コラム、資料、
注釈、および事例や実践例の中に記載されている文章
製作の材料や作り方の単純な説明は対象から省いた。
サンプル数は、小学校1,013、中学校1,465である。
３.結果
３.１.学習指導要領の変遷
1958(昭和33)から現行の指導要領に記載されている
内容を図１に示す。表記(漢字・かななど)は該当年度
の指導要領に沿っている。なお、1977年改訂時には小
学校の住居領域が「住居と家族」、1989年改訂時には「家
族の生活と住居」と、家族生活と関連させて扱うよう
に示されているが、指導要領の内容からは両領域の関
連性が見出せなかったため、家族や家族生活の内容に
ついては図１に含んでいない。
家庭科の履修に関しては、小学校では第５学年と第
６学年において男女ともに履修することになっている
が、中学校では、1977年に技術系列と家庭系列の相互
乗入れを経て1989年に男女共修となるまで学習内容に
性別の区別があった。更に、住居領域に関しては、1977
年、1989年の指導要領では選択領域の位置づけだっ
た???。そのため、住居領域において小・中の系統的な
学習が可能となったのは1998年改訂の指導要領以降で
ある。
小学校における教科の目標は、1968年改訂時以降大
きな変化はなく、「生活をよりよくしようとする実践的
な態度」を「日常生活に必要な」「基礎的(1977年～)・
基本的(2008年～)」「知識、技能の習得を通して」育て
るとされた。1977年以降は「実践的」「体験的(1998年
～)」な活動を通した知識、技能の習得とされた。
指導内容では、「清掃」と「整理・整とん」が1958年
から一貫して扱われているが、その対象は住まいの各
場所から床、窓、そして身の回りへ、より児童の身辺
へと縮小している。当初あった掃除用具の手入れや修
理、製作などは消失した。また、1958年の指導要領に
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は「清潔なすまい方」として大掃除や消毒・殺虫の仕
方が記載されているが、これは1954年に制定された「清
掃法」???の影響があると考えられる。「清掃法」は1970
年に「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に全面的
に改正され、それに伴い1977年指導要領改訂時に「ご
みの処理」、1989年改訂時には中学校に「廃棄物処理」
が登場している。「涼しく住む」と「暖かく住む」も指
導要領内での表現は「住む」から「住まい方」へ、ま
た1989年からは「気候の変化に対する」など表現が変
化しているが、継続して扱われている内容である。「明
るさ」も記載の仕方に違いはあるが、一貫して扱われ
ている。「住居の機能」の内容は、当初、小学校で扱わ
れていたが、1998年には中学校へ移された。
中学校においては、1969年の改訂で技術重視から生
活重視への視点が取り入れられたとされる???。教科の
目標とは別に各領域の目標が設定されていた。1969年
に領域としての「住居」が復活し、領域目標は「住空
間の計画および住生活に関係のある木製品の設計と製
作を通して、住空間と家具との関係について理解させ、
家具を活用する能力を養う」であり、技術習得に重き
が置かれた指導内容であった。「家具」が、小学校では
1968年まで、中学校では1989年まで扱われていた。1951
年に公営住宅51Ｃ型で台所と食事室が一体化され、そ
の後公団住宅でダイニングキッチンが標準設計となっ
て以降、洋式の生活様式が一般家庭に普及していっ
た???。その過程で家具と空間についての知識が必要と
考えられたのだろう。1977年改訂では木製品の製作が
なくなり、領域目標も「住空間の計画及び室内環境と
設備に関する学習を通して」「住空間を適切に活用する
能力」を養うことと変化し、指導内容として空間計画
と作図に加え、採光・照明、温熱、音の室内環境、及
び、給排水設備の扱いが入った。1998年改訂からは「生
活の自立に必要な衣食住の基礎的な知識と技術」の習
得といった「家庭分野」としての目標が立てられ、領
域ごとの目標は消失した。この改訂で空間計画重視か
ら家族が住まう空間としての「住居の機能」の理解と
「住まい方の工夫」が軸となった。「設備」は消失し、
室内環境については「騒音」などの具体的な記述では
なく「室内環境」と記されるようになった。
1977年以降の指導要領改訂では、いわゆる「ゆとり
教育」の影響で扱う内容が減少していき、その過程で
小学校と中学校の指導内容の整理がなされていったと
考えられる。そして1998年に中学校で住居領域が必修
になった時点で、重複がみられなくなった(図１)。
３.２.教科書分析
⑴家庭科教科書に占める住居領域の割合
図２、図３は、Ｋ、Ｔ社発行の小・中学校それぞれ
の家庭科教科書の総頁数、および教科書全体に占める
住居領域頁数の割合の変化である。教科書が複数冊あ
る場合はそれら全てを合計し、見返しや折込の資料等
は省いた。また、教科書により若干発行年度が異なっ
ているが(表２)、指導要領改訂後の教科書の「使用開
始年度」を「発行年」と統一表記した。
小学校は、1992年まで学年で分冊されていたが、2002
年以降は１冊になり、学習内容が学年の制約を受けな
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くなった。住居領域の占める割合は、15％前後で推移
しており、大きな変化はない。家庭科は３～４領域に
分けられているが、住居領域に割かれる頁数は少ない
と言える。Ｋ、Ｔ２社間で総頁数、総頁数に占める住
居領域の割合に大きな差はみられない。
中学校家庭科の教科書は、1972年は女子用が３冊、
1981年、1993年は「技術・家庭」で上・下２冊、2002
年からは「家庭分野」１冊となった。1981年と1993年
は、家庭分野にあたる部分を目次からカウントして総
頁数とし、住居領域の割合を算出した。1993年には「家
庭生活領域」に清掃が位置づいているが、「家族の仕事」
として扱われていることから住居領域の頁数には含め
ていない。総頁数は、木製品製作等が消失した1981年
に激減した後、徐々に増加傾向にあるが、住居領域の
割合は減少している。
小･中学校ともに、家庭科教科書全体に占める住居領
域の割合は低い状態が続いており、教科書の総頁数が
増加しても住居領域の頁数には反映されていないこと
が把握できた。
⑵文章量の変化
小・中学校とも、指導要領改訂ごとに教科書の文章
量が減少傾向にある(図４)。これは、小学校では住居
領域で扱う内容及び範囲が縮小していること(図１)、
図表や写真が多用されるようになったこと、また、「考
えてみよう」や「調べてみよう」など児童・生徒自身
が活動を通して理解するように学習方法が変化したた
め説明的な文章が減ったことなどが要因としてあげら
れる。教科書の文章を「導入・促し」、「用語や事実を
説明するための文章」、「プロセスや構造を説明するた
めの文章」、「学習内容」、「作業等の手順の説明」に分
類???し、構成をみた。Ｋ社の小学校教科書をみると、
「導入・促し」が増加傾向にあったが現行では減少し、
「用語や事実を説明するための文章」と「学習内容」
に関する記述が増加している(図５)。
例えば、小学校の「清掃」の学習では、1961年発行
の教科書ではＴ、Ｋ社ともに「そうじのしかた」とし
て身じたくから「はたく」、「はく」、「ふく」といった
清掃方法、「あとしまつ」、掃除用具の修理や製作につ
いて文章で説明され、図はＫ社では「そうじ用具」と
「ほうきの使い方」の２つのみである。1971年発行以
降の教科書では、汚れの種類や手順・清掃方法などプ
ロセスの説明が図表にまとめられるようになり、文章
は、清掃の必要性や、清掃方法を考える時のポイント
など、授業でおさえておきたい内容や児童に考えさせ
たい内容に絞って記述されるようになった。図１に示
したように「しかた」から「工夫」へと指導内容が変
化したことと関連している。
中学校の教科書では、小学校同様に扱う内容が減少
したことが文章量減少の最大の要因である。また、か
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図２ 教科書に占める住居領域関連頁の割合(小学校)
図３ 教科書に占める住居領域関連頁の割合(中学校)
図４ 教科書本文の文章量の変化
図５ 小学校Ｋ社教科書の文章構成
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つては清掃や室内環境など小学校の指導内容との重な
りがみられたが、「小学校では、採光や暑さ・寒さなど
の室内温度の調節、通風や換気について学習」し、中
学校では「それに加え、湿度や騒音対策などについて
学習」(Ｔ社：2012発行)すると述べられているように
学習内容が整理され、小学校との重複がなくなったこ
とも文章量の減少の要因としてあげられる。
小・中学校ともに出版社で文章量に差がみられ、現
行の指導要領に基づく2011・12年発行でみると小・中
学校ともにＴ社はＫ社の約２倍の文章量となっている。
⑶内容構成の変化
文章を内容項目別に分類し、住居領域の総文章量に
占める割合を算出して内容の比重の違いについてみた
(表３、表４)。その際、いずれにも分類できない「導
入・促し」や呼びかけ的な文章は省いた。内容項目は、
既往研究等??????を参考に、Ａ：住居の機能、Ｂ：住生
活・住文化、Ｃ：住計画(設計・製図含)、Ｄ：住居の
維持管理、Ｅ：室内環境・設備、Ｆ：インテリア(家
具、室内の美化)、Ｇ：地域生活・地域社会、Ｈ：生活
環境・資源、Ｉ：住居の安全、Ｊ：製作の10項目とし
た(以下、Ａ～Ｊで表す)。
小学校では、継続して扱われているＤ、Ｅの比重が
高く、現行の教科書ではＤの項目の比重がもっとも高
い(表３)。現行の指導要領では、この２項目が指導す
べき内容となっているが、他の項目が指導要領に示さ
れている年度においても、Ｄ、Ｅに割かれる割合が突
出して高く、小学校の住居領域学習の主軸である。
中学校は、小学校に比べて重点の置かれ方の変化が
大きい(表４)。中学校で何を指導すべきか、定まりに
くかったと想像される。1969年の指導要領改訂後の教
科書(1972年発行)では、ＣとＪの比重が高く、作図や
製作の説明が主だった。その後、Ｊが消失し、Ｅが1977
年の指導要領改訂から現行に至るまで扱われている
(教科書は1981年発行以降)。その割合は教科書間で違
いがみられ、Ｋ社は３割前後で推移し、比重が最も高
くかけられているが、Ｔ社は約10％～30％の間で増減
がみられる。Ｔ社は、ＥよりもＢ、あるいはＩの方に
比重を高くおいた構成で、2012年発行ではＩの比重が
最も高くなっている。Ｃが消失した後、入れ替わりに
Ａが入ったが、記述量は10％前後と少ない。現行の指
導要領では、Ａ、Ｂ、Ｅ、Ｉが扱われることになって
おり、ＡとＢ、ＥとＩが一体的扱いであるが、教科書
のこの２組の割合をみると、２社ともＥとＩを合わせ
た割合が５割を超え、中学校における学習の中心とな
っていることが分かる。2002年発行の中学校教科書で
は「清掃」に関する記述がみられ、Ｄに分類した。こ
れは衛生的な室内環境の整備として「清掃」が取り上
げられているためである。「室内環境」という文言は、
1977年指導要領改訂以降みられ、改訂年度により指導
内容が異なっているが、指導要領解説を読まないと分
からない場合がある。1989年改訂以降は、「室内環境の
整備」に住宅内事故や災害への備えが含まれ、「室内環
境」が様々な要素を含む便宜的語句として使用されて
いる。
表中の網掛けは、指導要領には記載されていない内
容で、教科書の中で割合としては少ないが記述がある
ことが分かる。特に、「住居の機能」については、小・
中学校ともに指導要領の記載の有無に関わらず、教科
書では継続して記載がある。例えば、小学校で室内環
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境の学習(すずしい住まい方)の冒頭に、住まいには風
雨・寒暑を防ぐはたらきがあると記述されている (Ｋ
社：2002、2011発行)。住居について学ぶ上で、「住居
の機能」は必要な基本知識として捉えられていると考
えられる。
⑷教科書間の比較
小学校では、1968年改訂以降の指導要領で、「清掃」
と「整理・整とん」が一体的扱いとされているが、Ｋ
は2002年発行以降「清掃」と「整理・整とん」は別々
の題材とし、「整理・整とん」が第５学年、「清掃」は
第６学年で学ぶように配置されている。「整理」と「整
とん」は、区別なく「整理・整とん」で使用されてき
たが、2011年発行のＴ社はこれらを区別して扱ってい
る。また、「整理」をする際、Ｔ社は「使うかどう
か」、Ｋ社は「必要かどうか」を物の分類の基準として
いる。そして、Ｋ社は「整理・整とん」と不用品の活
用やごみ処理の方法の学習と関連づけ、Ｔ社は「整と
ん」と「清掃」そして「エコ生活」(不用品の活用)を
関連づけて学ぶようにしている。「清掃」の手順は、Ｔ
社は大きなごみから細かいごみ、ふきそうじ、といっ
た清掃方法が示されているが、Ｋ社は汚れを調べ、汚
れに合った清掃方法を考え実行する、という「清掃」
の企画からの流れを示し、「手順」の捉え方が異なって
いる。
夏と冬と住まい方は、1989年の指導要領まで第６学
年で扱われることになっていたが、2011年発行教科書
では衣生活と関連させて両社ともに夏・冬別々の配置
となっている。Ｔ社は第６学年で夏→冬の順で、Ｋ社
では冬の住まい方を第５学年で、夏の住まい方は第６
学年で学ぶよう配置され、学習順・学年が出版社で異
なっている。住まい方では、両社とも自然の力を活用
し、エネルギー消費を抑えた住まい方の工夫を求めて
いる。「環境」の捉え方が、かつての都市化による生活
環境の汚染から、限りある資源の有効活用へと変化し
ていったことで、例えば冷房の使用では、健康への影
響の記述がなくなりエネルギーを無駄にしない「エコ」
な生活の工夫が示されるようになった。
中学校の教科書では、領域のまとまりで配置されて
いる。指導要領の改訂ごとに扱われる内容が変化して
いるが、いずれの教科書でも「住居の機能」が住居領
域の冒頭に置かれ、導入的な位置づけとなっている。
前述したように1989年の指導要領改訂以降、「住まい
方」が指導内容の主軸になり、住居のハードとソフト
の両面の学習からソフト重視へと変化し、「建物として
の家をさす場合は、住宅(ハウスhouse)と呼び、生活を
ふくめた意味では、住まい(ホームhome)と呼ぶ。」
(Ｋ：1992年発行)といった記述もみられなくなった。
小学校との重複がなくなった2012年発行の教科書を
みると、両社とも「住居の機能」、「家族と住まい(住生
活)」、「住居の安全」、「室内環境」の順で学習するよう
に配置されている。しかし、Ｔ社は起居様式を「住居
の機能」の題材の中で気候風土と関連付けて説明して
いるが、Ｋ社では「住生活」で家族のライフスタイル
と関連付けて取り上げている。また、住まいの空間が
Ｔ社では「家族と住まい」で、Ｋ社では「住居の機能」
で示されているという違いがある。「家族によって住ま
い方が異なる」ことを、Ｔ社では空間の組み合わせで、
Ｋ社では起居様式で考えさせようとしている。Ｔ社で
は、欄外に食寝分離と就寝分離の説明があるが、Ｋ社
では触れられていない。「家族と住まい」で描かれてい
る住宅の鳥瞰図が、Ｋ社の図は居住面積水準以下では
ないかと思われる狭さで、「よりよい生活」を目指す学
習としては問題が残る。
「住居の安全」では、住宅内事故と災害への備えが
扱われている。住宅内事故について、Ｋ社では高齢者・
幼児の身体・行動の特徴と住まいの安全対策を図で示
し、住宅内事故が起こる原因と予防策を関連付た学習
が意図されている。一方、Ｔ社は、「事故の原因はさま
ざま」と具体的には示さず、事故予防についてバリア
フリーという言葉とともにいくつかの例を文章で示し、
予防策に重点が置かれている。Ｔ社は、単独で災害へ
の備えの学習目標は立てていないが、Ｋ社は家庭内事
故とは別の学習目標を立てている。両社とも自然災害
や地震対策が主であるが、Ｔ社は火災対策を取り上げ、
火災報知器の設置義務が定められている消防法を欄外
に掲載している。また、自然災害の被害には住宅の立
地も関係することをＴ社のみが触れている。
「室内環境」では、Ｔ社が空気環境と音環境を合わ
せての学習になっているが、Ｋ社はそれぞれに学習目
標が立てられ、化学物質の種類やダニの生育条件、シ
ックハウス症候群の説明、騒音レベル、騒音の身体的
影響などが資料として多く示されている。
Ｔ社には、住居領域学習の最後に、小学校の学びを
振り返り、よりよく住まうための工夫を考える題材が
設定され、「家の周囲も自分の住まいと考え」家の外へ
の視点も養おうとしている。
４.まとめと考察
住居領域における指導内容の明確化に向けた検討の
基礎的資料とすることを目的に、指導要領および教科
書の分析を行った。その結果を以下に要約する。
①1958年から2008年までの指導要領に示されている
内容の変遷を整理し、小学校と中学校で扱われる内容
が徐々に縮小・整理され、現行では小・中の重複がな
くなったことが把握できた。小・中の系統的学習を明
確にしようとした意図によるものと考えられる。
②教科書における住居領域の割合は、小学校では15
％前後、中学校では７％前後で推移し、教科書間の差
は小さい。住居領域は、他の領域に比べ教科書に占め
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る頁数の割合が低い。
③教科書の文章量は、小・中学校ともに減少傾向に
ある。その主な要因は、扱う内容が減少したこと、指
導方法が変化したことで仕方や作業の手順などの文章
が減ったこと、図表が増えたとなどがあげられる。ま
た、現行の教科書では文章量に出版社間で約２倍の差
がみられた。
④教科書の内容を10項目に分類し、これらの文章量
から内容による比重のかけられ方の変化をみた。小学
校では、分析対象期間すべてで「住居の維持管理」、「室
内環境」の比重が高い。中学校では、「住計画」から「室
内環境」、「住生活・住文化」そして「住居の安全」に
比重のかけられ方が変化した。指導要領では並列扱い
の内容が、教科書では偏りがみられ、教科書によって
どの内容に比重をおいているかも異なっている。また、
指導要領の記載の有無に関わらず、「住居の機能」が
小・中学校で継続して示されていることも分かった。
⑤同じ題材でも、教科書によって解釈や学習の関連
付けが異なる場合があることが明らかになった。実際
の授業段階では、使用する教科書によって指導内容が
異なることが考えられる。
今後は、指導書、及び指導要領解説も分析に加え、
住居領域の学習で目指されてきた内容を明確にし、住
居領域で指導すべき内容についての検討を進めていき
たい。
また、家庭科では学習を通し、児童・生徒が日々の
生活の中で実践していくことが目指されている。現行
の指導要領では、小・中学校ともに「住まい方の工夫」
ができるようになることが目指されているが、工夫す
るためには原理の理解が必要??と指摘されている。家
庭科では活動を通し児童・生徒が能動的に学ぶ方法が
取られているが、その活動が原理の理解を基にしたも
のである必要がある。住居領域では、活動が導入しに
くいという課題があり、家庭での調べ活動が多用され
る傾向がある。原理の理解につながる教材についての
検討も今後の課題である。
注
１）学習指導要領の趣旨や内容は、「指導書」や「解説書」で解
説されているが、本研究ではそれらを資料としておらず、
学習指導要領の内容のみを分析対象とした。
２）本論で使用した教科書については、参考文献欄に書くべき
ところであるが、表２で代替する。
３）1996年に実施された12の道府県対象の履修状況の調査では、
「住居」を実施しているのは28％と非常に低い値だった(参
考文献12、pp.42-43参照)。
４）「清掃法」において、「大掃除の実施」が定められている。
５）「消費動向調査」(内閣府)によると、じゅうたん、応接セッ
トが昭和40年代頃から普及し始め、昭和57年(1982年)にじ
ゅうたんが73％、応接セットが41％とピークを迎えている
(文献16参照)。
６）関川は、「用語や事実を説明するための文章」(例「身の回
りの物を見直し、使うかどうかを考えて必要な物だけにす
ることを整理といいます」)、また「プロセスや構造を説明
するための文章」(例「置き場所は、使い道、使う回数、大
きさや形などによって決めます」)を「情報的記述」と定義
している(文献８参照)。これに加え、学習に入るにあたり
意識を高める文章や「～しましょう」と実践を促す文章を
「導入・促し」、学習内容に関する文章を「学習内容」、製
作や作業などの手順を述べたものを「作業等の手順の説明」
とした。
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